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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第３四半期 
連結累計期間

第65期
第３四半期 
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 25,044 25,396 35,956

経常利益 (百万円) 2,112 2,306 3,470

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,164 1,349 2,038

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 787 1,640 1,999

純資産額 (百万円) 28,432 30,579 29,643

総資産額 (百万円) 36,080 39,057 38,226

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 34.38 39.84 60.19

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.2 75.4 74.9

回次
第64期

第３四半期 
連結会計期間

第65期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.02 18.46

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く環境は、国内では震災復興需要などによ

る景気回復傾向がみられるものの、海外では、欧州の財政危機問題や中国経済の減速などもあり依然不

透明な状況が続いております。 

  このような環境の下、当社グループでは商品企画から開発、生産、販売までを世界各地域で行う地域

事業体制の強化を進めております。また、国内市場ではネットワークを利用した拡声、監視システムな

ど、音と映像の高度なソリューションの提供を進めております。 

これらの結果、売上高は25,396百万円（前年同四半期比＋352百万円、1.4％増）となりました。利益

については販売費及び一般管理費の増加はあったものの、売上の伸張などにより営業利益は2,147百万

円(前年同四半期比＋34百万円、1.6％増)となりました。経常利益は2,306百万円(前年同四半期比＋193

百万円、9.2％増)、四半期純利益は1,349百万円(前年同四半期比＋184百万円、15.9％増)となりまし

た。 

  

売上高は17,085百万円（前年同四半期比＋584百万円、3.5％増）、セグメント利益（営業利益）は

3,618百万円（前年同四半期比＋409百万円、12.8％増）となりました。 

街頭、学校、工場向けのセキュリティ設備や非常用放送設備が堅調に推移しました。また利益面で

は、販売費及び一般管理費の増加はあったものの、売上の伸張などにより、セグメント利益は増加し

ました。 

  

売上高は1,598百万円（前年同四半期比＋130百万円、8.9％増）、セグメント利益（営業利益）は

33百万円（前年同四半期比＋13百万円、63.6％増）となりました。 

地域に密着した商品企画や販売体制の再構築に取り組み、売上高、セグメント利益は増加しまし

た。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

（アメリカ）
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売上高は2,836百万円（前年同四半期比△65百万円、2.3％減）、セグメント利益（営業利益）は

304百万円（前年同四半期比△123百万円、28.8％減）となりました。 

欧州を中心に、中近東、東欧、ロシアにも注力し販売は堅調に推移しましたが、為替の円高の影響

により邦貨換算後の売上高は減少しました。利益面においても為替の円高の影響がありセグメント利

益は減少しました。 

  

売上高は2,861百万円（前年同四半期比＋271百万円、10.5％増）、セグメント利益（営業利益）は

387百万円（前年同四半期比＋5百万円、1.5％増）となりました。 

インドネシア・ジャカルタ市に地域専用商品を扱う研究開発拠点を設立し、地域に密着した販売活

動をおこなったことなどにより売上は増加しました。利益面では、営業費用の増加はありましたが、

売上高の増加が固定費の増加を吸収し、セグメント利益は増加しました。 

  

売上高は1,014百万円（前年同四半期比△568百万円、35.9％減）、セグメント利益（営業利益）は

15百万円（前年同四半期比△160百万円、91.3％減）となりました。 

中国では官公庁需要の遅延など市場そのものが停滞した影響もあり売上は伸び悩みました。利益面

では、売上減少の影響を受けてセグメント利益は減少しました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における総資産は39,057百万円となり、期首に比べ831百万円の増加と

なりました。増加の主な要因は、資産の部ではたな卸資産が1,647百万円増加したことなどによるもの

です。負債及び純資産の部では、仕入債務の増加105百万円や、四半期純利益を1,349百万円計上したこ

となどにより増加しました。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

  

当社は、平成20年２月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為への対応方針

（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」という。）を決議し、導入いたしました。 

なお、本対応方針は、平成23年６月28日開催の第63回定時株主総会において継続の承認を得ておりま

す。 

基本方針の内容の概要は次のとおりとしております。 

  

（欧州・ロシア）

（アジア・パシフィック）

（中国・東アジア）

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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① 基本方針の内容の概要 
  
当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに行われ

る、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一

概に否定するものではありません。特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否か

は、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆さまの判断に委ねられるべきものであると考えます。

したがいまして、当社取締役会としては、株主の皆さまの判断に資するために、大規模買付行為に関す

る情報が大規模買付者から提供された後、これを評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて

開示することが必要と考えます。また、必要に応じて、大規模買付者と交渉したり、株主の皆さまへ代

替案を提示することも必要と考えます。 

今後当社株式に対して企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為がなされる

可能性は否定できず、大規模買付行為が発生した場合に、株主の皆さまのために必要な情報や時間を確

保する重要性は他社となんら変わらないことから、当社取締役会は事前の対応策の導入が必要であると

考えます。 
  

② 取組みの具体的な内容の概要 

(ⅰ)会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 
  
当社は昭和９年の創業以来、業務用・プロ用の音響設備とセキュリティ設備の専門メーカーとして、

神戸の地から100ヵ国を超える世界の国々へ商品を送り続けてきました。ＴＯＡグループでは、長年培

った技術力やノウハウを武器に、商品の企画・開発から生産、販売、運営に至るまでの業務を一貫して

手掛けています。“音”や“安全”を通じ、快適な暮らしを皆さまにお届けできるよう、音響、映像、

ネットワークなどの分野でさらに技術力を高め、より良い商品を作り続けてまいります。 

ＴＯＡは、世界でも稀な“音”の専門メーカーです。音響事業では、駅やデパートのアナウンス設備

や、コンサートホールのアンプ・スピーカーなど、多彩な音響機器を通じて快適な日常を支えていま

す。例えば、高度な音響システム技術が必要な空港の放送設備です。国内でシェア90％以上を確保し、

海外でも英国ヒースロー空港など多くの空港への納入実績があります。 

セキュリティ事業では、防犯カメラシステムを中心とした防犯機器を扱っています。治安の悪化に伴

い、防犯機器の需要は銀行や商店などから、街頭、マンション、学校などへと広がりつつあります。社

会の安全を支えるこの分野を、当社では成長事業と位置付けています。 

当社および当社グループは、今後も中長期的な視野に立ち、変革を続けていく中で、変えてはならな

い当社の技術力とモノづくりへのこだわりの継承を大きな強みとして、技術力の拡大、蓄積、創造をか

さね、クオリティの高い製品とサービスを提供し、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。 
  

(ⅱ)基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 
  
当社取締役会は、大規模買付行為が、このような考え方を具現化した一定の合理的なルールに従って

行われることが、当社の企業価値・株主共同の利益に合致すると考え、次のとおり事前の情報提供に関

する一定のルール（以下、「大規模買付ルール」という。）を設定することといたしました。 
  
大規模買付ルールの概要は次の通りであります。 

(イ)情報の提供 

大規模買付者は、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対して予定する大規模買付行為に関す

る必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」という。）を提供していただきます。 
  
(ロ)取締役会による評価と意見の公表 

当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、最大60日

間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または最大90日

間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案

のための期間（以下、「取締役会評価期間」という。）として設け、その取締役会評価期間を公表

し、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。 
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(ハ)独立委員会の設置 

本対応方針において、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲の決定、大規模買付

者が大規模買付ルールを順守しているか否かの認定、大規模買付行為が企業価値・株主共同の利益

を著しく損なうか否かの認定、対抗措置の要否およびその内容の決定等については、その客観性、

公正性および合理性を担保するため、当社は、取締役会から独立した組織として、独立委員会を設

置します。当社取締役会は、かかる独立委員会に対して上記の問題を必ず諮問することとし、独立

委員会は、諮問を受けた事項について審議し、その結果に応じて、当社取締役会に対して必要な勧

告をすることとします。 

当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動について決議を行うに際して、必ず独立委員会の

勧告手続を経なければならないものとし、かつ、独立委員会による勧告を最大限尊重するものとし

ます。 
  
大規模買付行為がなされた場合の対応方針の概要は次のとおりであります。 

  

(イ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合、当社取締役会は、大規模買付者から提供を受

けた情報を総合的に考慮・検討した結果、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益

に資すると判断したときは、その旨の意見を表明します。他方、当該大規模買付行為に疑義や問題

点があると考えたときは、当該買付提案について反対意見を表明し、または、代替案を提案しま

す。これらの場合には、当社取締役会は、当社株主の皆さまに対して、当該買付提案に対する諾否

の判断に必要な判断材料を提供させていただくにとどめ、原則として、当該大規模買付行為に対す

る対抗措置はとりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆さまにおい

て、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご

判断いただくことになります。 

もっとも、大規模買付ルールが順守された場合であっても、当社取締役会において、当該大規模

買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合で、かつ、対抗措置を発動するこ

とが相当であると判断したときには、当社取締役会は当社株主の皆さまの利益を守るために、当該

大規模買付行為に対する対抗措置として無償割当てによる新株予約権を発行する場合があります。

かかる場合の判断においては、外部専門家等および監査役の意見を参考に提供された本必要情報を

十分に評価・検討したうえ、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。 
  
(ロ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合 

大規模買付者が、大規模買付ルールを順守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、無償割当てによ

る新株予約権の発行を内容とする対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。な

お、対抗措置の発動を決定後に、大規模買付者が買付ルールを順守する旨を表明した場合は、対抗

措置の発動を取り消します。 

大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否かの認定および対抗措置の発動の適否・内容に

ついては、外部専門家等の助言および監査役の意見も参考にしたうえで、独立委員会の勧告を最大

限尊重し、当社取締役会が決定します。 
  

③ 取組みの具体的な内容に対する当社取締役会の判断およびその理由 
  

(ⅰ)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（１.企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の原則、２.事前開示・株主意思の原則、３.必要性・相当性の原則）を完全に充足してい

ます。また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の

変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に関する議論も踏まえた内容となっており、合理性を有するもの

です。 
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(ⅱ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本対応方針は、大規模買付行為がなされた際に、大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆さま

が判断し、あるいは取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆さま

のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保・向上させるという目的をもって導入されるものです。 
  

(ⅲ)株主意思を重視するものであること 

本対応方針は、取締役会決議により導入されたものですが、そのことについての株主の皆さまのご意

思を確認させていただくため、平成20年６月27日開催の第60回定時株主総会において、付議され、承認

可決しております。また、本対応方針は、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議によ

り廃止することが可能です。このように、本対応方針には、株主の皆さまのご意思が十分に反映される

こととなっております。 
  

(ⅳ)合理的な客観的要件の設定 

本対応方針は、大規模買付者による買付提案に応じるか否かが、最終的には株主の皆さまの判断に委

ねられるべきであることを原則としており、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措置

が発動されないように設定されております。このように、本対応方針は取締役会による恣意的な対抗措

置の発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 
  

(ⅴ)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本対応方針の導入にあたり、取締役会または取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆さまの

ために、対抗措置の発動および本対応方針の廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関

として独立委員会を設置します。 

実際に当社に対して大規模買付行為がなされた場合には、独立委員会が、大規模買付行為が当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれがあるか否か等を評価、検討し、取締役会に対して勧告

を行い、取締役会はその勧告を最大限尊重して決議を行うこととします。このように、独立委員会によ

って、取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆さまに情

報開示をすることとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本対応方針の

透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 
  

(ⅵ)デッドハンド型買収防衛策ではないこと 

本対応方針は、株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することがで

きるものとされており、大規模買付者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役で

構成される取締役会により、本対応方針を廃止することが可能です。 

したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 
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当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,253百万円でありま

す。 

 なお、これらの研究開発活動は全報告セグメントを対象とするものであり、その成果として、当第３

四半期連結累計期間に発売した主な新商品は以下のとおりです。 

  

・IPネットワークに直接接続して静止画データや動画データを配信するネットワークタイプの防犯カ

メラ「ネットワークメガピクセルPTZカメラ」を発売いたしました。1.3メガピクセルCCDの採用に

より、SXVGAの高解像度映像出力を実現し、同時にネットワーク上でのリアルタイム監視用途とし

てMPEG-4方式の滑らかな動画を出力可能です。光学18倍電動ズームレンズ×12倍電子ズームを搭載

し、最大216倍の望遠撮影を実現しました。 

・IPネットワーク回線を利用したCMメッセージやBGMのリアルタイム配信システムを構築できる「イ

ンターネットCM・BGMプレーヤー」を発売いたしました。きめ細かなスケジュール管理が可能なタ

イマーを内蔵し、CMメッセージやBGMを時間帯に合わせて放送することができます。CMやBGMコンテ

ンツデータはIPネットワーク回線を通じ、データセンターのサーバーから受け取るシステムのた

め、季節や時間帯に合わせたタイムリーなメッセージの配信や、数万曲もの豊富な音楽データの利

用が可能です。 

・音の広がりを抑え、ねらったエリアに音声を届けるのに最適な「平板スピーカー」を8機種発売い

たしました。新商品の平板スピーカーは平板ユニットを搭載し、平面波を放射することで狭指向性

を実現した薄型のスピーカーです。水平方向および垂直方向への音の広がりを抑え、駅のホームや

エスカレーターなど、ねらったエリアへの放送が必要な場所に最適です。またスポットライトで照

らすように音声を伝えることができるため、博物館や美術館など残響時間の長い空間での放送にも

適しています。 

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,820,000

計 78,820,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,536,635 35,536,635
東京証券取引所
大阪証券取引所 
(各市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 35,536,635 35,536,635 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成24年12月31日 ― 35,536,635 ― 5,279 ― 6,808

(6) 【大株主の状況】
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平成24年12月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式363株が含まれております。 

  

平成24年12月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,669,000

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式33,645,000 33,645 ―

単元未満株式  普通株式 222,635 ― ―

発行済株式総数 35,536,635 ― ―

総株主の議決権 ― 33,645 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ＴＯＡ株式会社

兵庫県神戸市中央区港島
中町７丁目２番１号

1,669,000 ─ 1,669,000 4.70

計 ― 1,669,000 ─ 1,669,000 4.70

２ 【役員の状況】

10/19



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,327 11,947

受取手形及び売掛金 ※１ 8,082 ※１ 6,371

有価証券 900 1,500

商品及び製品 4,108 5,317

仕掛品 882 1,202

原材料及び貯蔵品 1,619 1,738

その他 938 1,240

貸倒引当金 △109 △102

流動資産合計 28,750 29,215

固定資産

有形固定資産 6,093 6,387

無形固定資産 812 745

投資その他の資産 2,570 2,708

固定資産合計 9,475 9,841

資産合計 38,226 39,057

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,001 3,106

短期借入金 222 446

未払法人税等 586 366

引当金 333 442

その他 1,963 1,594

流動負債合計 6,106 5,957

固定負債

長期借入金 53 52

退職給付引当金 1,752 1,797

その他 669 670

固定負債合計 2,476 2,520

負債合計 8,582 8,477

純資産の部

株主資本

資本金 5,279 5,279

資本剰余金 6,866 6,866

利益剰余金 19,113 19,785

自己株式 △967 △968

株主資本合計 30,292 30,963

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 601 758

為替換算調整勘定 △2,253 △2,253

その他の包括利益累計額合計 △1,651 △1,495

少数株主持分 1,002 1,111

純資産合計 29,643 30,579

負債純資産合計 38,226 39,057
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

売上高 25,044 25,396

売上原価 13,307 13,264

売上総利益 11,736 12,132

販売費及び一般管理費 9,623 9,985

営業利益 2,113 2,147

営業外収益

受取利息 20 16

受取配当金 34 36

為替差益 － 44

その他 79 81

営業外収益合計 133 179

営業外費用

支払利息 10 12

為替差損 115 －

その他 8 8

営業外費用合計 134 20

経常利益 2,112 2,306

税金等調整前四半期純利益 2,112 2,306

法人税等 803 807

少数株主損益調整前四半期純利益 1,309 1,499

少数株主利益 144 149

四半期純利益 1,164 1,349
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,309 1,499

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △120 156

為替換算調整勘定 △401 △15

その他の包括利益合計 △522 141

四半期包括利益 787 1,640

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 715 1,505

少数株主に係る四半期包括利益 71 134
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※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 
  

 
  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 
  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

配当金支払額 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

配当金支払額 

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

  減価償却方法の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

  税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 144百万円 168百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 498百万円 525百万円

のれんの償却額 13  〃 13  〃

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 
定時株主総会

普通株式 338 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

平成23年11月１日 
取締役会

普通株式 338 10.00 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日 
定時株主総会

普通株式 338 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

平成24年11月１日 
取締役会

普通株式 338 10.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) セグメント利益の調整額△2,101百万円には、セグメント間取引消去△5百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,095百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管

理部門に係る費用であります。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) セグメント利益の調整額△2,212百万円には、セグメント間取引消去43百万円及び各報告セグメントに配分して

いない全社費用△2,255百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理

部門に係る費用であります。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額 
(注)

四半期連
結損益計 
算書計上 

額日本 アメリカ
欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高

 外部顧客への売上高 16,500 1,468 2,902 2,589 1,582 25,044 ― 25,044

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

3,652 24 1 2,074 1,829 7,581 △7,581 ―

計 20,153 1,492 2,904 4,663 3,412 32,625 △7,581 25,044

セグメント利益 
（営業利益）

3,209 20 427 381 175 4,214 △2,101 2,113

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額 
(注)

四半期連
結損益計 
算書計上 

額日本 アメリカ
欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高

 外部顧客への売上高 17,085 1,598 2,836 2,861 1,014 25,396 ― 25,396

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

3,627 46 5 2,025 1,847 7,553 △7,553 ―

計 20,713 1,645 2,842 4,886 2,862 32,950 △7,553 25,396

セグメント利益 
（営業利益）

3,618 33 304 387 15 4,359 △2,212 2,147
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

第65期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当については、平成24年11月１日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議し、配当を行っております。 

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 34円38銭 39円84銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額(百万円) 1,164 1,349

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,164 1,349

普通株式の期中平均株式数(株) 33,870,454 33,867,995

(重要な後発事象)

２ 【その他】

① 配当金の総額 338百万円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成24年12月４日
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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ＴＯＡ株式会社 

 
  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴ
ＯＡ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＡ株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成25年２月８日

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  岡  本  健 一 郎  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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